
27
死亡 死亡 死亡 死亡 死亡 死亡 21

247 279 32 25 25 (1) 29
28 27 -1 4 3 -1 24
70 86 16 12 14 2 14
48 41 -7 10 9 -1 26

1 13 1 31 18 2 3 1 23
1145 1154 9 23 23 21
1 51 54 -1 3 8 12 4 26
34 31 -3 1 4 3 26
25 26 1 3 3 23

1121 121 -1 13 10 -3 24
4782 2850 -2 68 101 106 5
6 80 4 96 -2 16 10 10 7
3119 3139 20 13 15 2 43
2 46 42 -2 -4 7 6 -1 38
119 1103 1-16 12 8 -4 55

11364 8380 -3 16 41 39 -2 (1) 69
2369 3398 1 29 1 41 1 49 8 72
1246 236 -1-10 26 24 -2
2 72 51 -2-21 1 10 6 -1 -4
70 73 3 6 6
138 125 -13 15 9 -6
89 51 -38 8 6 -2

6715 6746 31 58 39 -19

262845 192910 -7 65 2298 1284 -1-14

4 10 4 7 1 12 5 4 1 2 25
1 2 1 1 1 3
1 4 9 1 8 4 1 14
4 3 2 1 2 1 2 1 1 1 9
1 2 1 1 1 3
5 12 3 3 4 13 1 3 2 23
3 1 1 7 4 4 2 2 12
3 1 1 1 1 1 4

1 2 1 1 1 3
2 5 3 2 2 2 1 2 1 10
22 42 12 30 15 44 16 5 1 10 3 6 6 106

6 4 6 1 1 1 1 10
8 9 7 2 1 1 1 1 2 15
4 2 2 1 3 6
6 2 6 1 1 8
24 15 21 3 3 1 5 1 1 1 3 39
6 31 8 4 18 6 2 5 2 7 3(1) 6(1) 49
7 10 5 2 7 7 3 1 2 2 2 24
1 5 1 5 6
1 5 2 3 1 6
5 4 6 3 9

4 2 3 1 1 1 6
9 18 12 5 2 10 6 3 4 2 1 6 39
74128 29 53 66 55 50 24 19 17 15 13(1)25(1)284
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その他
合計

運輸交通業

小売業（新聞販売業除く）

新聞販売業

    通信業　　

社会福祉施設

飲食業

電気機械器具

輸送機械器具

その他

小　　計

建
設
業

土　木

建築（木建除く）

木造建築

その他

小　　計

製
　
造
　
業

食料品

木材・木製品

化学工業

窯業土石製品

鉄鋼業

金属製品

一般機械器具

巻
き
込
ま
れ

挟
ま
れ

（　）内の数値は死亡災害内数を示しています。

筑西署管内

規模別 事故の型別

合
計

九
人
以
下

四
九
人

一
〇
人
〜

九
九
人

五
〇
人
〜

以
上

一
〇
〇
人

墜
落
・
転
落

飛
来
・
落
下

そ
の
他

転
倒

動
作
の
反
動

交
通
事
故

切
れ
・
こ
す
れ

激
突
さ
れ

合計 合　計 120460 965 2550 43
その他 その他 43765 252 1147 -3
飲食業 商　業 18270 90 577 -3

社会福祉施設 運輸交通業 16622 145 535 40

220 -20

    通信業　　 建設業 15129 319 71 29

小売業（新聞販売業除く） 全　国 （死亡） 増減 （死亡）

新聞販売業 製造業 26674 159

木造建築 30～39歳

その他

建築（木建除く） 20～29歳

40～49歳

小　　計 50～59歳

運輸交通業

建
設
業

土　木 ～19歳

金属製品 8月

化学工業 5月

窯業土石製品

小　　計     筑西署管内年齢別

輸送機械器具 11月

その他 12月

一般機械器具 9月

電気機械器具 10月

平成２９年労働災害発生状況（確定版）　　　　筑西労働基準監督署 安全衛生課

茨城労働局管内 筑西署管内 筑西署管内
平成２８年平成２９年 増減 平成２８年平成２９年 増減 1月

2月

4月

6月

60歳～

製
　
造
　
業

食料品 3月

木材・木製品

鉄鋼業 7月

５０


